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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第34期
第１四半期
連結累計期間

第35期
第１四半期
連結累計期間

第34期

会計期間
自  平成23年６月１日
至  平成23年８月31日

自  平成24年６月１日
至  平成24年８月31日

自  平成23年６月１日
至  平成24年５月31日

売上高 (千円) 2,517,982 2,691,349 9,466,483

経常利益 (千円) 139,942 195,915 578,460

四半期（当期）純利益 (千円) 80,257 98,623 343,715

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 79,536 98,866 344,533

純資産額 (千円) 4,026,487 4,407,594 4,416,745

総資産額 (千円) 10,676,195 10,115,867 9,681,956

１株当たり四半期（当期）
純利益金額

(円) 9.23 10.95 38.59

潜在株式調整後１株当たり
四半期（当期）純利益金額

(円) － － －

自己資本比率 (％) 37.7 43.6 45.6

(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

　

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている

事業の内容について、重要な変更はありません。

なお、国立大学法人東京芸術大学がＰＦＩ法に基づき特定事業として選定した東京芸術大学学生寮整備

運営事業において、当社を代表企業とするグループが事業運営者に選定されたため、共同出資によりＴＵＡ

学生寮ＰＦＩ株式会社を設立し、持分法適用関連会社としております。

この結果、平成24年８月31日現在では、当社グループは、当社、連結子会社１社、持分法適用関連会社２社

及びその他の関係会社１社により構成されることとなりました。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項

のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に

記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

なお、重要事象等は存在しておりません。

　
２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　
３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

　

(1) 経営成績の分析

当第１四半期連結累計期間におけるわが国の経済環境は、東日本大震災の復興需要を背景とした穏

やかな内需の回復が見られた一方、欧州諸国を発端とする財政問題や長期化する円高、電力不安、更に

消費税増税等により依然として先行き不透明な状況となっております。

その状況の中、当社グループの主要顧客層である大学生マーケットにおきましては、平成24年春の大

学入学者数は60.5万人、大学生総数は287.6万人（文部科学省「学校基本調査」による）といずれも過

去最高水準を維持しております。引き続き、少子化時代にあっても安定的に推移する大学生市場におい

ては、さまざまなサービス分野において彼等の多様化するライフスタイルとニーズに応える低廉で高

品質なサービスが求められていると言えます。

このような市場環境の中で当社グループは、事業の方向性を明確にし、戦略的投資を促進するため、

開発部門と学生マンション部門の２部門からなる「不動産ソリューション事業」と課外活動支援部門

と人材ソリューション部門の２部門からなる「学生生活支援事業」の２事業（セグメント）計４部門

で事業展開を図っております。

特に、景気動向の影響を比較的受けにくい不動産ソリューション事業における学生マンション部門

は、ますます高まる学生の安心・快適な住居ニーズに支えられ順調に推移いたしました。また、開発部

門においても、販売用不動産の売却が順調に推移いたしました。

その結果、当第１四半期連結累計期間の売上高は2,691,349千円（前年同四半期比6.9％増）、営業利

益は257,015千円（同24.0％増）、経常利益は195,915千円（同40.0％増）、四半期純利益は98,623千円

（同22.9％増）となりました。
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①　売上高

当第１四半期連結累計期間の売上高は2,691,349千円（前年同四半期比6.9％増）となりました。セ

グメント別には不動産ソリューション事業の売上高は2,000,114千円（同10.4％増）、学生生活支援事

業の売上高は691,235千円（同2.2％減）となりました。また、部門別では、開発部門は388,762千円（同

10.6％増）、学生マンション部門は1,611,351千円（同10.4％増）、課外活動支援部門は690,212千円

（同1.3％減）、人材ソリューション部門は1,022千円（同86.3％減）となりました。

②　営業利益

当第１四半期連結累計期間の不動産ソリューション事業の売上総利益は359,336千円（前年同四半

期比19.7％増）、セグメント利益は211,369千円（同33.1％増）となりました。また学生生活支援事業

の売上総利益は335,290千円（同3.5％減）、セグメント利益は197,784千円（同4.1％減）となりまし

た。その結果、各セグメントに配分していない全社費用152,139千円（同3.6％減）を調整し、全社の当

第１四半期連結累計期間の営業利益は257,015千円（同24.0％増）となりました。

③　経常利益

当第１四半期連結累計期間の営業外損益はマイナス61,100千円となり、その結果、当第１四半期連結

累計期間の経常利益は195,915千円（前年同四半期比40.0％増）となりました。

④　四半期純利益

当第１四半期連結累計期間の四半期純利益は98,623千円（前年同四半期比22.9％増）となりまし

た。

　

(2) 財政状態の分析

当第１四半期連結会計期間末の資産合計は10,115,867千円となり前連結会計年度末に比べ433,910千

円増加いたしました。この増加の主な要因は、現金及び預金が601,023千円の増加、流動資産のその他が

106,339千円の増加、有形固定資産のその他が66,283千円の増加、販売用不動産が319,109千円の減少及び

投資その他の資産のその他が30,961千円減少したことによります。

負債合計は5,708,272千円となり前連結会計年度末に比べ443,062千円増加いたしました。この増加の

主な要因は、支払手形及び買掛金が209,072千円の増加、流動負債のその他が317,193千円の増加、賞与引

当金が26,480千円の減少及び社債が59,200千円の減少したことによるものであります。また、純資産合計

は4,407,594千円となり前連結会計年度末に比べ9,151千円減少いたしました。この減少の主な要因は、前

期の剰余金の処分による配当金の支払108,000千円及び四半期純利益98,623千円を計上したことにより

ます。

その結果、自己資本比率は前連結会計年度の45.6％から43.6％となりました。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 29,760,000

計 29,760,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成24年８月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成24年10月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 9,000,000 9,000,000
大阪証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ
(スタンダード)

単元株式数は100株で
あります。

計 9,000,000 9,000,000― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成24年８月31日 ― 9,000,000 ― 775,066 ― 508,820

　

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成24年８月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式  8,999,200 89,992
権利内容に何ら限定のない
当社における標準となる株式

単元未満株式 普通株式      　800 － 同上

発行済株式総数 9,000,000 － －

総株主の議決権 － 89,992 －

(注)　当第１四半期会計期間末日現在の「発行済株式」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載す

ることができないことから、直前の基準日（平成24 年５月31日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

　

② 【自己株式等】

平成24年８月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合
（％）

－ － － － － －

計 － － － － －

　

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。

　

EDINET提出書類

株式会社毎日コムネット(E05313)

四半期報告書

 6/18



第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19

年内閣府令第64号）に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成24年６月　１

日から平成24年８月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成24年６月１日から平成24年８月31日ま

で）に係る四半期連結財務諸表について、双葉監査法人により四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

前連結会計年度
(平成24年５月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成24年８月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,919,646 4,520,669

受取手形及び売掛金 35,293 51,379

販売用不動産 ※１
 1,102,038

※１
 782,929

貯蔵品 10,753 5,006

その他 620,165 726,505

貸倒引当金 △237 △230

流動資産合計 5,687,661 6,086,259

固定資産

有形固定資産

土地 1,297,674 1,297,674

その他（純額） 841,859 908,142

有形固定資産合計 2,139,533 2,205,817

無形固定資産 89,850 81,451

投資その他の資産

差入保証金 1,020,917 1,032,038

その他 697,315 666,353

投資その他の資産合計 1,718,232 1,698,392

固定資産合計 3,947,617 3,985,661

繰延資産 46,677 43,946

資産合計 9,681,956 10,115,867

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 142,844 351,917

短期借入金 1,000,000 1,000,000

1年内返済予定の長期借入金 74,040 72,040

1年内償還予定の社債 354,200 354,200

未払法人税等 93,327 120,472

賞与引当金 57,400 30,920

その他 444,500 761,693

流動負債合計 2,166,312 2,691,243

固定負債

社債 1,416,800 1,357,600

長期借入金 433,070 416,560

役員退職慰労引当金 185,460 194,460

その他 1,063,568 1,048,409

固定負債合計 3,098,898 3,017,029

負債合計 5,265,210 5,708,272
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(単位：千円)

前連結会計年度
(平成24年５月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成24年８月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 775,066 775,066

資本剰余金 511,183 511,183

利益剰余金 3,141,537 3,132,161

自己株式 － △17

株主資本合計 4,427,788 4,418,394

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 △11,043 △10,800

その他の包括利益累計額合計 △11,043 △10,800

純資産合計 4,416,745 4,407,594

負債純資産合計 9,681,956 10,115,867
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第１四半期連結累計期間
(自 平成23年６月１日
　至 平成23年８月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成24年６月１日
　至 平成24年８月31日)

売上高 2,517,982 2,691,349

売上原価 1,870,237 1,996,721

売上総利益 647,744 694,627

販売費及び一般管理費 440,423 437,612

営業利益 207,321 257,015

営業外収益

受取利息 2,007 1,721

受取配当金 532 139

経営指導料 3,750 2,383

雑収入 1,208 1,859

その他 － 6

営業外収益合計 7,499 6,110

営業外費用

支払利息 33,620 11,113

持分法による投資損失 32,441 47,861

社債発行費等 8,528 7,758

その他 287 477

営業外費用合計 74,878 67,210

経常利益 139,942 195,915

特別利益

固定資産売却益 22,943 －

特別利益合計 22,943 －

特別損失

固定資産除却損 3,824 －

特別損失合計 3,824 －

税金等調整前四半期純利益 159,062 195,915

法人税、住民税及び事業税 94,828 117,936

法人税等調整額 △16,024 △20,645

法人税等合計 78,804 97,291

少数株主損益調整前四半期純利益 80,257 98,623

四半期純利益 80,257 98,623

EDINET提出書類

株式会社毎日コムネット(E05313)

四半期報告書

10/18



【四半期連結包括利益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第１四半期連結累計期間
(自 平成23年６月１日
　至 平成23年８月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成24年６月１日
　至 平成24年８月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益 80,257 98,623

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △721 242

その他の包括利益合計 △721 242

四半期包括利益 79,536 98,866

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 79,536 98,866

少数株主に係る四半期包括利益 － －
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【継続企業の前提に関する事項】

該当事項はありません。　

　

【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】

　
当第１四半期連結累計期間

(自  平成24年６月１日  至  平成24年８月31日)

　持分法適用の範囲の重要な変更

当第１四半期連結会計期間より、ＴＵＡ学生寮ＰＦＩ株式会社を持分法の適用の範囲に含めております。

　

【会計方針の変更等】
　

当第１四半期連結累計期間
(自  平成24年６月１日  至  平成24年８月31日)

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）

当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、当第１四半期連結会計期間より、平成24年６月１日以後に取

得した有形固定資産については、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。

これによる当第１四半期連結累計期間の損益に与える影響は軽微であります。

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

該当事項はありません。　

　

【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

※１　販売用不動産から直接控除している減価償却引当金の額

　

　
前連結会計年度

(平成24年５月31日)
当第１四半期連結会計期間
(平成24年８月31日)

販売用不動産 4,937千円 2,867千円

　

(四半期連結損益計算書関係)

　〇売上高の季節的変動

当第１四半期連結累計期間（自  平成24年６月１日  至  平成24年８月31日）

当社グループでは、課外活動支援部門において、合宿・研修旅行のピークシーズンである第１四半期

（６月から８月まで）に売上高が増加する傾向があります。また、学生マンション部門において、３月及

び４月の入学シーズン時期にあわせた学生マンション入居者募集関連売上により第４四半期（３月から

５月まで）に売上高が増加する傾向があります。このような事情により開発物件の売却売上高が発生し

なかった場合には、第２四半期（９月から11月まで）及び第３四半期（12月から２月まで）については、

営業損失となる可能性があります。
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、

第１四半期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであり

ます。

　

　
前第１四半期連結累計期間
(自  平成23年６月１日
至  平成23年８月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自  平成24年６月１日
至  平成24年８月31日)

減価償却費 17,182千円 22,642千円

販売用不動産の減価償却引当金繰入額 7,305千円 2,122千円

　

(株主資本等関係)

前第１四半期連結累計期間（自  平成23年６月１日  至  平成23年８月31日）

１．配当金支払額

　

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年８月23日
定時株主総会

普通株式 95,597 11平成23年５月31日 平成23年８月24日 利益剰余金

　

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計

期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　

３．株主資本の著しい変動

当社は、平成23年７月14日開催の取締役会決議により、同日付で自己株式458,600株を消却いたしまし

た。これにより、利益剰余金及び自己株式がそれぞれ182,229千円減少しております。

　

当第１四半期連結累計期間（自  平成24年６月１日  至  平成24年８月31日）

１．配当金支払額

　

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年８月23日
定時株主総会

普通株式 108,000 12平成24年５月31日 平成24年８月24日 利益剰余金

　

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計

期間の末日後となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ  前第１四半期連結累計期間（自  平成23年６月１日  至  平成23年８月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 　 　 　 　 (単位：千円)

　 報告セグメント
調整額
(注)１

四半期連結損益
計算書計上額
(注)２　

不 動 産 ソ
リューション
事業

学生生活支援
事業

計

売上高 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 1,811,068706,9142,517,982 － 2,517,982

　セグメント間の内部売上高

  又は振替高
－ － － － －

計 1,811,068706,9142,517,982 － 2,517,982

セグメント利益 158,850 206,233 365,084△157,762 207,321

(注) １　セグメント利益の調整額△157,762千円は各報告セグメントに配分していない全社費用であります。全社費

用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

　

Ⅱ  当第１四半期連結累計期間（自  平成24年６月１日  至  平成24年８月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 　 　 　 　 (単位：千円)

　 報告セグメント
調整額
(注)１

四半期連結損益
計算書計上額
(注)２　

不 動 産 ソ
リューション
事業

学生生活支援
事業

計

売上高 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 2,000,114691,2352,691,349 － 2,691,349

　セグメント間の内部売上高

  又は振替高
－ － － － －

計 2,000,114691,2352,691,349 － 2,691,349

セグメント利益 211,369 197,784 409,154△152,139 257,015

(注) １　セグメント利益の調整額△152,139千円は各報告セグメントに配分していない全社費用であります。全社費

用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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３．報告セグメントの変更等に関する事項

会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更に記載のとおり、法人税法の改正に

伴い、当第１四半期連結会計期間より、平成24年６月１日以後に取得した有形固定資産については、改

正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更したため、報告セグメントの減価償却の方法を改正後

の法人税法に基づく方法に変更しております。

これによる当第１四半期連結累計期間のセグメント利益に与える影響は軽微であります。

　

(企業結合等関係)

該当事項はありません。

　

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　

項目
前第１四半期連結累計期間
(自  平成23年６月１日
至  平成23年８月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自  平成24年６月１日
至  平成24年８月31日)

(1) １株当たり四半期純利益金額 9円23銭 10円95銭

    (算定上の基礎) 　 　

    四半期純利益金額(千円) 80,257 98,623

    普通株主に帰属しない金額(千円) － －

    普通株式に係る四半期純利益金額(千円) 80,257 98,623

    普通株式の期中平均株式数(株) 8,690,715 8,999,976

(注)　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。

EDINET提出書類

株式会社毎日コムネット(E05313)

四半期報告書

17/18



独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成24年10月11日

株式会社毎日コムネット

取締役会  御中

　

双 葉 監 査 法 人

　

代表社員
業務執行社員

　 公認会計士    宮   　 　直　　　仁    印

　
代表社員
業務執行社員

　 公認会計士    菅　　　野   　 　豊    印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式
会社毎日コムネットの平成24年６月１日から平成25年５月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期
間(平成24年６月１日から平成24年８月31日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成24年６月１日から平成
24年８月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四
半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。
　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して
四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな
い四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する
ことが含まれる。
　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸
表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ
ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施
される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において
一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手
続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正
妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社毎日コムネット及び連結子会社の平
成24年８月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示
していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
　
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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